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宮 崎 県 納 税 貯 蓄 組 合 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 十 九 年 四 月 一 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 規 則 第 四 十 三 号

宮 崎 県 納 税 貯 蓄 組 合 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

宮 崎 県 納 税 貯 蓄 組 合 規 則 （ 昭 和 三 十 五 年 宮 崎 県 規 則 第 三 十 二 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 記 様 式 第 一 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

規規 則則



宮 崎 県 公 報平成 19年 ４ 月 １ 日（日曜日） 号外 第 51号

害 2害

附 則

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
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宮 崎 県 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。

平 成 十 九 年 四 月 一 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 規 則 第 四 十 四 号

宮 崎 県 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

宮 崎 県 税 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 九 年 宮 崎 県 規 則 第 三 号 ） の 一 部

を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 二 条 第 一 項 中 「 事 務 吏 員 」 を 「 職 員 」 に 改 め る 。

第 八 十 四 条 の 二 第 三 号 ア 中 「 か ら 第 三 号 」 を 「 か ら 第 五 号 」 に 改

め 、 同 号 イ か ら オ ま で を 次 の よ う に 改 め る 。

イ 社 会 福 祉 法 第 二 条 第 三 項 第 四 号 に 掲 げ る 第 二 種 社 会 福 祉 事

業 の う ち 老 人 居 宅 介 護 等 事 業 、 老 人 デ イ サ ー ビ ス 事 業 又 は 老

人 デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー 、 老 人 福 祉 セ ン タ ー 若 し く は 老 人 介

護 支 援 セ ン タ ー を 経 営 す る 事 業

ウ 社 会 福 祉 法 第 二 条 第 三 項 第 四 号 の 二 に 掲 げ る 第 二 種 社 会 福

祉 事 業 の う ち 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 （ 居 宅 介 護 、 重 度 訪 問 介

護 、 行 動 援 護 、 生 活 介 護 、 児 童 デ イ サ ー ビ ス 、 重 度 障 害 者 等

包 括 支 援 、 自 立 訓 練 、 就 労 移 行 支 援 又 は 就 労 継 続 支 援 を 行 う

事 業 に 限 る 。 ） 、 移 動 支 援 事 業 又 は 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー 若

し く は 福 祉 ホ ー ム を 経 営 す る 事 業

エ 社 会 福 祉 法 第 二 条 第 三 項 第 五 号 に 掲 げ る 第 二 種 社 会 福 祉 事

業 の う ち 身 体 障 害 者 福 祉 セ ン タ ー を 経 営 す る 事 業

オ 社 会 福 祉 法 第 二 条 第 三 項 第 七 号 に 掲 げ る 第 二 種 社 会 福 祉 事

業

第 八 十 四 条 の 二 第 三 号 カ を 削 る 。

別 記 様 式 第 一 号 及 び 別 記 様 式 第 三 号 中 「宮崎県事務吏員 」 を 「宮

崎県職員 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 五 号 （ そ の 三 の 二 ） を 次 の よ う に 改 め る 。



宮 崎 県 公 報平成 19年 ４ 月 １ 日（日曜日） 号外 第 51号

害 4害

別 記 様 式 第 九 号 （ そ の 二 ） を 次 の よ う に 改 め る 。
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別 記 様 式 第 三 十 七 号 中 「 」 を 「 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 百 二 十 五 号 中 「 」 を
「

」

に 改 め る 。

別 記 様 式 第 百 四 十 五 号 中

「

」 を

「

」 に 、

「 」 を

「

」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 百 四 十 八 号 の 三 を 次 の よ う に 改 め る 。

担当リーダー
納 税
課 長

係 長 担当リーダー

係 長
収 税
課 長

年 月 日申 告 書 提 出 期 限

年 月 日事業税申告書提出期限

１ 差引税額については、納期限の翌日から納付の日までの日数に応じて、差引税額に法律で定める割合を乗じて計算した

金額に相当する延滞金を加算して納付してください。

１ 不足税額等については、別添の納付書によつて指定納期限までに、宮崎県指定金融機関、宮崎県指定代理金融機関、

宮崎県収納代理金融機関、九州（沖縄県を除く。）の各郵便局又は県内の県税事務所で納付してください（差引税額に

ついては、法の規定により計算した金額に相当する延滞金が加算されます。）。
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別 記 様 式 第 百 五 十 一 号 中

「

を
」

「

に 改 め る 。

」

別 記 様 式 第 百 五 十 二 号 の 二 及 び 別 記 様 式 第 百 五 十 二 号 の 四 中

「

を
」

「

に 改 め る 。

」

別 記 様 式 第 百 五 十 三 号 中 「 」 を 「 」 に 改 め

る 。
別 記 様 式 第 百 六 十 一 号 の 七 中

「 」 を

「

」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 百 六 十 八 号 中 「 」 を 「 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 百 七 十 一 号 中

「 」 を

「

」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 二 百 二 十 号 中 「 」 を 「 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 二 百 二 十 三 号 中

「 」 を

「 」 に 改 め る 。

別 記 様 式 第 二 百 二 十 五 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

２ 不服申立て等
この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日から起算して60日以内に、
行政不服審査法第５条の規定により知事に審査請求をすることができます。審査請求書（２通）は、
なるべく当県税事務所を経由して提出してください。
行政事件訴訟法に基づくこの処分の取消しの訴えは、上記の審査請求に対する裁決を経た後でなけ

れば提起することができません。審査請求に対する裁決を経た後は、裁決の通知を受け取つた日の翌
日から起算して６月以内に、宮崎県を被告として（訴訟において県を代表する者は宮崎県知事となり
ます。）宮崎地方裁判所にこの処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次の茨から
鰯までのいずれかに該当する場合は、審査請求に対する裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを
提起することができます。
茨 審査請求があつた日から３月を経過しても裁決がないとき。
芋 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
鰯 その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

２ 納付の場所等について
不足税額等については、指定納期限までに、宮崎県指定金融機関、宮崎県指定代理金融機関、宮崎
県収納代理金融機関、九州（沖縄県を除く。）の各郵便局又は県内の県税事務所で納付してください。
３ 不服申立て等
この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日から起算して60日以内に、

行政不服審査法第５条の規定により知事に審査請求をすることができます。審査請求書（２通）は、
なるべく当県税事務所を経由して提出してください。
行政事件訴訟法に基づくこの処分の取消しの訴えは、上記の審査請求に対する裁決を経た後でなけ
れば提起することができません。審査請求に対する裁決を経た後は、裁決の通知を受け取つた日の翌
日から起算して６月以内に、宮崎県を被告として（訴訟において県を代表する者は宮崎県知事となり
ます。）宮崎地方裁判所にこの処分の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次の茨から
鰯までのいずれかに該当する場合は、審査請求に対する裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを
提起することができます。
茨 審査請求があつた日から３月を経過しても裁決がないとき。
芋 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。
鰯 その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

２ 不服申立て等

茨 この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日から起算して

60日以内に、行政不服審査法第５条の規定により知事に審査請求をすることができます。

審査請求書（２通）は、なるべく当県税事務所を経由して提出してください。

芋 行政事件訴訟法に基づくこの処分の取消しの訴えは､上記茨の審査請求に対する裁決
を経た後でなければ提起することができません。審査請求に対する裁決を経た後は、裁

決の通知を受け取つた日の翌日から起算して６月以内に、宮崎県を被告として（訴訟に

おいて県を代表する者は宮崎県知事となります。）宮崎県地方裁判所にこの処分の取消

しの訴えを提起することができます。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当する

ことができます。

ア 審査請求があつた日から３月を経過しても裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要

があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

２ 納付の場所等について

不足税額等については、指定納期限までに、宮崎県指定金融機関、宮崎県指定代理金融

機関、宮崎県収納代理金融機関、九州（沖縄県を除く。）の各郵便局又は県内の県税事務

所で納付してください。

３ 不服申立て等

茨 この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日から起算して

60日以内に、行政不服審査法第５条の規定により知事に審査請求をすることができます。

審査請求書（２通）は、なるべく当県税事務所を経由して提出してください。

芋 行政事件訴訟法に基づくこの処分の取消しの訴えは､上記(1)の審査請求に対する裁決

を経た後でなければ提起することができません。審査請求に対する裁決を経た後は、裁

決の通知を受け取つた日の翌日から起算して６月以内に、宮崎県を被告として（訴訟に

おいて県を代表する者は宮崎県知事となります。）宮崎地方裁判所にこの処分の取消し

の訴えを提起することができます。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当する場

合は、審査請求に対する裁決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することがで

きます。

ア 審査請求があつた日から３月を経過しても裁決がないとき。

イ 処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要

があるとき。

ウ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

第32条の２ 第32条の５

この通知書による不足税額等は、同封の納付（納入）書によつて指定納期限までに納めてください。

不足税額等については、同封の納付書によつて指定納期限までに、宮崎県指定金融機関、宮崎県指定代理
金融機関、宮崎県収納代理金融機関、九州（沖縄県を除く。）の各郵便局又は県内の県税事務所で納付して
ください。

この通知書による不足税額等は、同封の納付（納入）書によつて指定納期限までに納めてください。

係 長 担当リーダー

係 長 担当リーダー

不足税額等については、同封の納付書によつて指定納期限までに、宮崎県指定金融機関、宮崎県指定代理
金融機関、宮崎県収納代理金融機関、九州（沖縄県を除く。）の各郵便局又は県内の県税事務所で納付して
ください。

この通知書による不足税額等は、同封の納付（納入）書によつて指定納期限までに納めてください。

不足税額等については、同封の納付書によつて指定納期限までに、宮崎県指定金融機関、宮崎県指定代理
金融機関、宮崎県収納代理金融機関、九州（沖縄県を除く。）の各郵便局又は県内の県税事務所で納付して
ください。
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附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 別 記 様 式 第 二 百

二 十 五 号 の 改 正 規 定 及 び 附 則 第 三 項 の 規 定 は 、 平 成 十 九 年 四 月 十

六 日 か ら 施 行 す る 。

（ 個 人 の 県 民 税 の 徴 収 取 扱 費 に 係 る 経 過 措 置 ）

２ こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 宮 崎 県 税 条 例 施 行 規 則 （ 以 下 「 改 正 後

の 規 則 」 と い う 。 ） 別 記 様 式 第 百 四 十 八 号 の 三 の 規 定 は 、 平 成 十

九 年 度 以 後 に 賦 課 決 定 を さ れ た 個 人 の 県 民 税 に 係 る 徴 収 取 扱 費 に

つ い て 適 用 し 、 平 成 十 八 年 度 以 前 の 年 度 分 の 個 人 の 県 民 税 （ 同 年

度 以 前 に お い て 賦 課 決 定 さ れ た も の に 限 る 。 ） に 係 る 徴 収 取 扱 費

に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

（ 狩 猟 税 に 係 る 経 過 措 置 ）

３ 改 正 後 の 規 則 別 記 様 式 第 二 百 二 十 五 号 の 規 定 は 、 平 成 十 九 年 四

月 十 六 日 以 後 に 狩 猟 者 の 登 録 を 受 け る 者 に 対 し て 課 す べ き 狩 猟 税

に つ い て 適 用 し 、 同 日 前 に 狩 猟 者 の 登 録 を 受 け た 者 に 対 し て 課 す

る 狩 猟 税 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

（ 用 紙 に 関 す る 経 過 措 置 ）

４ こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に 存 す る こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 宮 崎 県

税 条 例 施 行 規 則 別 記 様 式 第 三 十 七 号 、 別 記 様 式 第 百 二 十 五 号 、 別

記 様 式 第 百 六 十 八 号 及 び 別 記 様 式 第 二 百 二 十 号 の 用 紙 は 、 当 分 の

間 、 所 要 の 事 項 を 適 宜 補 正 し て 使 用 す る こ と が で き る 。

宮 崎 県 産 業 廃 棄 物 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に

公 布 す る 。

平 成 十 九 年 四 月 一 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

宮 崎 県 規 則 第 四 十 五 号

宮 崎 県 産 業 廃 棄 物 税 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則

宮 崎 県 産 業 廃 棄 物 税 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 七 年 宮 崎 県 規 則 第 六 号 ）

の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

別 記 様 式 第 二 十 五 号 中

「 」 を

「

」 に 改 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

（ 用 紙 に 関 す る 経 過 措 置 ）

２ こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に 存 す る こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 宮 崎 県

産 業 廃 棄 物 税 条 例 施 行 規 則 の 規 定 に 定 め る 様 式 に よ る 用 紙 は 、 当

分 の 間 、 所 要 の 事 項 を 適 宜 補 正 し て 使 用 す る こ と が で き る 。

宮 崎 県 告 示 第 三 百 四 十 六 号 の 二

総 務 省 関 係 法 令 に 係 る 行 政 手 続 等 に お け る 情 報 通 信 の 技 術 の 利 用

に 関 す る 法 律 施 行 規 則 （ 平 成 十 五 年 総 務 省 令 第 四 十 八 号 ） 第 四 条 第

二 項 た だ し 書 に 規 定 す る 行 政 機 関 等 の 指 定 す る 方 法 は 、 次 に 掲 げ る

方 法 と す る 。

平 成 十 九 年 四 月 一 日

宮 崎 県 知 事 東 国 原 英 夫

申 請 等 を 行 お う と す る 者 が 、 税 理 士 法 （ 昭 和 二 十 六 年 法 律 第 二 百

三 十 七 号 ） 第 二 条 第 一 項 第 二 号 に 規 定 す る 税 務 書 類 の 作 成 を 委 嘱 し 、

当 該 委 嘱 を 受 け た 者 が 電 子 情 報 処 理 組 織 を 使 用 し て 当 該 申 請 等 を 行

この通知書による不足税額等は、同封の納付（納入）書によって指定納期限までに納めてください。

不足税額等については、同封の納付（納入）書によって指定納期限までに、宮崎県指定金融機関、宮崎県指定代理
金融機関、宮崎県収納代理金融機関、九州（沖縄県を除く。）の郵便局又は県税事務所で納付してください。

告告 示示

う 場 合 に お い て 、 当 該 税 務 書 類 の 作 成 を 委 嘱 し た 者 に 係 る 識 別 符 号

及 び 暗 証 符 号 を 入 力 し て 申 請 等 を 行 う こ と 。
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